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１．計画策定の背景と目的 

人口減少や既存建築物の老朽化、社会ニーズの変化及び産業構造の変化に伴

い、居住その他の使用がされていない「空家等」が年々増加しており、火災の

危険性や倒壊のおそれ等の安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害等多岐

にわたる問題が生じており、今後、空家等が増加すれば、これらの問題が一層

深刻化することが懸念されます。 

このような中、空家等がもたらす問題に総合的に対応するための施策の更な

る充実を図るため、平成 27 年 5 月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（以下、「空家等特措法」という。）が完全施行され、国においても本格的な空

家等対策に取り組むこととなりました。 

空家等特措法においては、空家等の管理について、第一義的には空家等の所

有者又は管理者が自らの責任により的確な対応をすることを前提としつつ、住

民に最も身近な行政主体であり、個別の空家等の状況を把握することが可能な

立場にある市町村が、地域の実情に応じて、地域活性化等の観点から空家等の

有効活用を図るとともに、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空家等については

所要の措置を講ずる等、空家等に関する対策を実施することが求められていま

す。 

これらの経緯を踏まえ、村民の生命、身体及び財産を保護することにより、

安全にかつ、安心して暮らすことのできる生活環境を確保するとともに、空家

等を利活用して、定住・移住につなげる取り組みの推進を目的として、空家等

特措法に基づき、本計画を定めます。 

 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、空家等特措法第 6条の規定に基づき、国の基本指針に即して、本

村の空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な方針

として策定するものです。 

また、既存計画である「姫島村総合計画」や「姫島村まち・ひと・しごと創

生総合戦略」等の各種計画との連携・整合性を図ります。 
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１．空家等の現状 

本村の空き家の総数は、平成 25 年度の空き家実態調査によると 119 件で、

居住可能、一部修繕により居住可能件数は 98 件、居住不能件数は 21 件となっ

ています。 

また、居住不能の空き家は、所有者等が解体や適正な管理を行わず、老朽化

が進むことにより、屋根材の飛散や倒壊の危険、害虫の発生、雑草の越境など、

近隣住民等の生活環境に悪影響を及ぼすことになります。 

 

■空き家の状況（平成 26 年 3 月 19 日時点） 

  ※平成 25年度 空き家実態調査結果のデータベースにより抜粋 

 

■空き家の除却状況（平成 31 年 3月 31 日時点） 

  ※所有者等による除却件数は、平成 28 年度以降に除却を行った件数 
  ※指導等による除却件数は、平成 28年度以降に除却を行った件数 

 

空き家 

総数 

内  訳 

居住可能件数 一部修繕により居住可能件数 居住不能件数 

119 件 62 件 36 件 21 件 

除却件数 
内  訳 

所有者等による除却件数 指導等による除却件数 

9 件 5 件 4 件 
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２．空家等における課題 

空家等に関する課題は、空家等が増えることで地域活力の低下や過疎化が生

じるといった社会的問題や、空家等が放置されることで近隣等に悪影響を与え

るもの、所有者等の管理意識に関するもの等、多くのものがあります。 

 

（１）空家等の利活用 

少子高齢化により人口減少が見込まれる中、今後、空家等は増加するこ

とが考えられます。現在、利活用されていない空き家への働きかけを行う

とともに、これから発生する空家等の中で、利活用が可能なものを有効活

用し、移住・定住の促進等、人口減少対策の一環としての空家等対策を展

開していく必要があります。 

 

（２）近隣への悪影響 

空家等が放置されると、倒壊事故や屋根材等の飛散事故が発生する危険

性があります。また、空家等敷地内の草木の繁茂により隣地や道路への草

木の越境、敷地内へのゴミの不法投棄など、近隣の環境悪化を招く原因と

なります。 

 

（３）地域全体への悪影響 

地域の生活道路や通学路に危険を及ぼすとともに、放火や不審者の侵入、

不法滞在など空家等が犯罪の温床となる恐れがあります。また、破損や腐

食を著しく生じている空家等は良好な景観を害する等、地域全体へ悪影響

を及ぼします。 

 

（４）所有者等の管理意識の欠如 

空家等は、相続等によりすべての人に関係する問題であり、また、個人

の財産として、所有者等が管理するべきものですが、空家等を放置するこ

とに対する問題意識や危機意識が低い傾向にあります。 

相続や経済的事情等、各案件で原因は異なりますが、所有者等には適切

に管理する責任があることを周知する必要があります。 
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１．基本方針 

空家は個人の財産であるため、所有者等がその責任の下に適切な管理を行う

ことが原則です。 

しかしながら、適切な管理がなされておらず地域で問題となっている、いわ

ゆる放置空家も少なくありません。 

空家が発生し放置される要因やそこから生じる課題は様々であり、問題解決

のためには、多様な対策を講じる必要があります。 

そこで、次の 3点を基本的な考え方として、空家に対する対策を検討し、取

り組んでいくこととします。 

 

(1) 所有者等による適正な管理の促進 

  所有者等がその責任の下に適切な管理をするべきものであることから、

所有者等による管理を徹底していきます。 

 

(2) 空家化の予防・抑制 

今後も空家は増加することが予想されますが、空家になりそうな段階

で所有者や管理者を把握することが重要となってきます。役場での水道

の閉栓やケーブルテレビ脱退の届出等、空家になりそうなことがわかっ

た場合には、利活用や除去を促す等、庁内での連携を図っていきます。

空家となった早期の段階など空家が良好な状態であれば、有効活用や市

場流通を促すことにより、地域の活性化につながる有効な資産となり得

ます。 

  空家が放置され問題が発生する以前での利活用の促進に努めます。 

 

(3) 安全・安心なむらづくりの推進 

  適切な管理がされていない空家の中には、危険性のあるものや衛生、景

観等に悪影響を及ぼすものがあります。 

  速やかな改善が求められるものについては、公益性に基づいた住民福祉

の観点から早期に対策を行うこととし、安全・安心な生活環境の確保に

努めます。 
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２．計画の期間 

本計画の期間は、平成 30 年度から平成 34 年度までの 5年間とします。 

 

 

３．計画の成果目標等 

空家等の対策については、持続的な取組が必要であり、中長期的な視点から

の取組とともに、成果目標の進捗状況等を把握することが重要となります。 

本計画の実行にあたっては、定められた成果目標等を設定して、取組を進め

ることとします。 

  なお、取組の評価や、新たに生じた課題等を整理し、必要に応じて適切な

見直しを行うこととします。 

  

【成果目標】 

項  目 
基準値 

（平成 30 年度末） 

目標値 

（平成 34 年度累積） 

助言・指導等による空家等の除却 9 戸 13 戸 

空家バンクの開設 未開設 開設 

 ※目標値はその年度末における累計数 
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４．計画の対象 

（１）対象とする地区 

空家等は、村内各所に点在するため、特定の区域は定めず、姫島村全域を

対象とします。 

 

（２）対象とする空家等の種類 

本計画で対象とする空家等の種類は、空家等特措法第 2条第 1項に規定す

る「空家等」とします。 

 

※「空家等」とは…（空家等特措法第 2条第 1項） 

この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物

であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及び

その敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国

又は地方公共団体が所有又は管理するものを除く。 

 

 

５．空家等対策の実施体制 

（１）庁内の組織体制 

空家等が地域へ及ぼす影響は、保安上危険な住宅・防犯・環境衛生・交通・

景観等の分野が横断的で多岐に渡ります。 

このような課題は、関係課が連携して対策を実施する必要があるため、相

互に協力し対応するとともに、空家等の場所や状態等によっては、その他の

課とも協力し対応します。 

また、本計画の作成及び変更や、特定空家等に対し、勧告、命令、行政代

執行等の措置を行う場合は、あらかじめ、関係各課の意見を聴くものとしま

す。 

ただし、村長が特に必要があると認めた場合は、この限りでないとします。 
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【組織体制】 

関係課 役割（対応すべき事項） 

建設課 

・空家等対策計画の策定及び変更 

・空家等の相談対応（適正管理） 

・空家等の調査（空家等の所在、所有者等特定等） 

・空家等の適切な管理の促進 

・特定空家等に係る措置（助言、指導、勧告、命令、行政代執行等） 

・空家等対策会議の開催、連絡調整等 

企画振興課 ・移住定住促進施策としての情報提供 

税務課 
・空家等に係る固定資産税情報の提供 

・勧告した特定空家等の固定資産税等の住宅用地特例の解除 

総務課 

・空家等の相談対応（適正管理） 

・空家等の適切な管理の促進 

・防災上（特に火災）対策が必要な特定空家等の措置内容の検討 

生活環境課 
・衛生上対策が必要な空家等に係る措置 

・水道の利用廃止状況の情報提供 

学校教育課 
・通学路の安全確保 

・児童及び生徒の危険防止、危険箇所の周知 

水産・観光

商工課 
・空家の情報収集と相談対応（活用） 
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 （２）地域との連携 

   空家等が増えることで、地域に与える影響は、地域活力の低下や近隣等

に危険性を及ぼす等、様々なものがあり、これらの問題は、地域と行政が

連携・協力して解決を図る必要があります。 

   特に倒壊等の恐れのある状態となっている空家等に関する情報について

は、自治会から提供を受ける等の連携を図り、迅速な対応を行うものとし

ます。 

 

（３）民間団体との連携 

早期に空き家情報を収集するため、電気事業者およびガス事業者等との協

力体制の構築を検討する必要があります。 

    

 

６．空家等の調査 

平成 25 年度に行った実態調査を基に、データベースを作成します。 

自治会や村民等からの情報提供や、建設課の調査等により、随時更新を行

い、それらの結果をデータベースとして整備します。 

また、定期的に実態調査を行います。調査対象となる空き家の種類等につ

いては、平成 25 年度に大分県が作成した「空き家実態調査の手引き」によ

るものとします。 
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１．空家等の『予防』・『適正管理』の推進 

今後も人口減少等により空家等の増加が予想されることから、現在居住中の

所有者等に、空家等の諸問題を周知・啓発し、空家等の発生予防や適正管理に

努めてもらう必要があります。 

このことから、村報やホームページ等を活用して周知・啓発を行うとともに、

庁内関係課や関係団体等と連携し、チラシを配布する等、積極的な情報提供や

啓発活動を行い、空家等の予防・適正管理の推進に取り組みます。 

 

（１）空き家化の予防に対する意識の醸成 

  空家等を発生させない意識の醸成を図るため、空家等がもたらす周辺住民

等の生活環境への悪影響等の諸問題を所有者等に周知・啓発し、新たな空家

等の発生を予防します。 

 

（２）住宅基本性能の向上 

現在住んでいる住宅で安全に安心して住み続けるため、また、次世代に有

効活用されることにより空家等の発生を予防するためには、空家等になる前

から耐震化や水洗トイレの設置等の住宅の良質化が重要となることから、各

種補助金制度を活用した住宅の耐震化等を促進します。 

 

（３）相続対策 

 現在の住まいを相続等により次世代へ円滑に継承することの重要性や意

義を周知・啓発し、将来における空家等の発生を予防します。 

 

 （４）適正管理の推進 

   老朽化や破損状況の悪化が進行する前に、所有者等に対して適正管理の

必要性を周知・啓発し、利活用につなげるとともに、管理不全状態に陥る

ことを予防します。 

 

 （５）除却の推進 

   修繕等を行っても改善できない空家等については、老朽化等により隣家

や地域等に危険を及ぼす前に除却するよう促します。  
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２．特定空家等に対する措置等 

（１）基本的方針 

管理不全の空家等が発生した場合は、空家等特措法に基づき、必要な措置

を講じます。このうち、危険性の高い空家については、特定空家等に指定し、

所有者等に対し、除却・修繕・立木竹の伐採・その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとるよう、助言又は指導を行い、早期に解決が図

られるように努めます。 

指導等を行っても状態が改善されない場合は、「勧告」を行うことにより、

固定資産税の住宅用地の特例が解除されます。また、所有者が措置をとらな

かった場合には「命令」を行い、違反すると５０万円以下の過料に処せられ

ます。 

それでも対応が進まない危険性の高い特定空家等については、危険排除と

公費負担を行う公益性・公平性について充分な検討をしたうえで、行政代執

行による解決を図ることとします。 

 

（２）特定空家等の判断基準及び認定 

特定空家等については、空家等の物的状態のみならず、その立地状況から、

周辺の建築物や通行人に対して悪影響をもたらす恐れがあるか否か、悪影響

の程度と危険等の切迫性を勘案する必要があります。 

そのため、特定空家等の判定については、大分県が作成した「大分県特定

空家等の判断基準」に基づき、総合的に判断し、村長が認定します。 

 

※「特定空家等」とは…（空家等特措法第 2条第 2項） 

空家等のうち、以下の状態と認められるもの。 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれがある状態 

②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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 （３）緊急安全措置 

特定空家等（空家等特措法第 2 条第 2 項）の倒壊、崩壊等により、生命、

身体又は財産に危害が及ぶことを避けるため緊急の必要があると認められ

るときは、必要な最小限度の措置を行うことができることとします。 

 

 

３．空家等の「活用」の推進 

 移住者に対応していくためには空家バンクの開設が必要であり、平成３１

年度開設を目標に、関連する利活用の制度等も順次立ち上げていきます。 

 開設後は村報やホームページへの掲載・チラシの配布を始め、作成した空

家データベースも活用しながら空家の所有者へ周知・啓発を行い、物件の充

実を図ります。 

 

 

４．空家等に関する相談への対応 

空家等に関する相談は、「利活用」と「適正管理」の二つの窓口に分けて対

応します。 

また、管理不全の空家等の相談内容は多岐にわたることから、庁内の関係課、

及び関係団体と連携・相談し、対応するとともに、対応内容については、経過

等について記録し、関係課で共有します。 

 【相談窓口】 

■利 活 用：水産・観光商工課 連絡先：87-2279 

■適正管理：建 設 課    連絡先：87-2283 


